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技術センター事業から

中小企業等の知的財産の創造・保護・活用の促進を目的に、無料相談、講習会、セミナーなどを中心に、中小企業等の支援を行っ
ている京都発明協会の行事をご案内します。

京都発明協会からのお知らせ（11～12月）

知財専門家（弁理士と弁護士）による知財相談会（無料）
― 中堅・中小企業、個人事業主、創業予定の個人の方優先 ―

「知財総合支援窓口」では、特許や商標など知的財産に関する様々な悩み・課題について幅広く相談を受け付け、窓口に配置する窓口支援担当者のほか、
知財専門家（弁理士・弁護士等）や関係する支援機関と連携して解決に向けたアドバイスを無料で行います。また、窓口において課題解決ができない場合
には、中小企業等（個人事業主・創業予定の個人を含む）への直接訪問や知財専門家との共同での支援により課題に対応した提案をします。

◉日　　　程　毎週月曜日～金曜日（休日、祝日を除く）　　　◉相談時間帯　9:00～12:00 ＆ 13:00～17:00

◉日　　　程　毎週金曜日（休日、祝日を除く）　　　◉相談時間帯　9:30～12:00 ＆ 13:00～16:30

「産業財産権相談会」
産業財産権に関する相談をご希望であれば、どなたでも相談可能です。

弁理士による相談
知財の専門家である弁理士が、特許・商標等の出願から権利取得に至るまでの手続、類似技術や類似名称の調査、ライセンス契約、海外展開における注意点
等の知的財産全般について無料でご相談に応じます。

◉日　　　程

弁護士による相談
知財を専門分野とする弁護士が、自社製品の模倣品が出回った際の対策、知的財産に関する契約への助言、侵害警告を受けた場合の対応、知的財産を巡る
訴訟、権利活用上の留意点等の知的財産に関する問題について無料でご相談に応じます。

◉日　　　程　１１月 ２２日 ・１２月２０日　拾井　美香 氏
◉相談時間帯　13:00～16:30（相談時間は原則1時間以内とさせて頂きます。）

申込み、お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 企画連携課 企画・情報担当　TEL：075-315-8635  FAX：075-315-9497  E-mail：kikaku@kptc.jp

京都発明協会からのお知らせ

一般社団法人 京都発明協会

１１月  ２日 奥村　公敏氏　　　　１１月２１日 三宅　紘子氏　　　　１２月１２日 齊藤　真大氏
１１月  ７日 大坪　隆司氏　　　　１１月２８日 大坪　隆司氏　　　　１２月１４日 河原　哲郎氏
１１月  ９日 笠松　信夫氏　　　　１１月３０日 河野　　修氏　　　　１２月１９日 三宅　紘子氏
１１月１４日 齊藤　真大氏　　　　１２月  ５日 小林　良平氏　　　　１２月２１日 佐野　禎哉氏
１１月１６日 上村　喜永氏　　　　１２月  ７日 川原　和也氏　　　　１２月２６日 大坪　隆司氏

◉相談時間帯　13:00～16:00（相談時間は原則1時間以内とさせて頂きます。）

場 所／京都発明協会 相談室

弁理士による“府内巡回”知財相談会（無料）
― 産業財産権に関する相談をご希望であれば、どなたでも相談可能です ―

◉日　　　程 １１月１６日 舞鶴商工会議所（舞鶴市浜町66）  宮澤　岳志氏
 １２月１４日 福知山商工会議所（福知山市字中ノ27）  上村　喜永氏
◉相談時間帯　13：30～16：30（相談時間は原則1時間以内とさせて頂きます。）

※いずれも事前予約制です。前日（閉館日を除く）の15：00までにご連絡ください。弁理士が府内の商工会議所・商工会等で無料の相談会を開催します。
お近くの方は是非ご利用下さい。

※いずれも事前予約制です。前日（閉館日を除く）の16:00までにご連絡ください。

知財相談員による知財相談会（無料）
― 中堅・中小企業、個人事業主、創業予定の個人の方優先 ― 場 所／京都発明協会 相談室

※いずれも事前予約制です。「知財総合支援窓口」

TEL：075-326-0066（窓口直通）/075-315-8686　FAX：075-321-8374 〔http://kyoto-hatsumei.com/〕
〒600-8013京都市下京区中堂寺南町134　京都リサーチパーク内　京都府産業支援センター2階

知財アドバイザーが、直接訪問して
知財総合支援窓口についてご説明します！！

大嶋　敏也 安井　十郎 友久　国雄

中堅・中小企業、個人事業主等で訪問による支援内容の説明を
ご希望の方は、京都発明協会までお問い合わせください。

対象

お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 基盤技術課 化学・環境担当　TEL：075-315-8633  FAX：075-315-9497  E-mail：kankyo@kptc.jp

環境セミナー報告

「改正ISO14001のポイント」

　技術センターでは、企業の環境活動を支援するため、環境セミナーを開催しています。去る7月26日に開催した「改正ISO14001のポイン
ト」の内容をご紹介します。

　ISO14001は2004年の改正以来、11年ぶりの改正
となりました。
　改正の基本方針としては、企業の社会的責任との整
合、活動の結果を捉えた評価、ビジネスへの環境マネジ
メントシステム（EMS）の統合、バリューチェーン・ライフ
サイクル視点の導入などの項目が挙げられています。
　今回の改正では上記の指針に加え、他の規格
（ISO9001等）と目次などを共通にするという考えが盛
り込まれています。その他、中小組織・途上国への配慮、
文章の簡潔性、フレキシビリティ、関連規格との整合性、
企業へのコスト影響等も考慮されています。
　ISO14001の2015年版の改訂を理解するための着
眼点は、「事業プロセスへのEMSの統合（戦略的EMS）」、
「リスク及び機会への取組み」、「環境目標及びそれを達
成するための計画策定」であり、それぞれの詳細は次の
とおりです。

1 事業プロセスへのEMSの統合（戦略的EMS）
　環境・社会・経済のバランスを考慮し、可能な範囲での
取組みが大前提となります。今回の改正では、環境保護
の概念が拡充されており、EMSの目的達成に影響を及ぼ
す外部及び内部の課題を決定しなければなりません。外
部の課題とは、地球温暖化、天然資源の利用、光熱費の
値上がり、法改正といった類のものであり、内部の課題と
は、設備の老朽化、人材不足などといったものです。課題
の決定に際しては自社が外部から与えられる影響のみな
らず、外部に与える影響も双方向に考慮する必要があり
ます。そのため2015年版では「4．組織の状況」の項目に
組織を取り巻く状況の理解や利害関係者のニーズ及び
期待の理解についての項目が追加されています。
2 リスク及び機会への取組み
　内外部の課題、利害関係者の要求事項、環境側面、遵
守義務を考慮して、リスク発生源を洗い出し、リスク及び
機会への取組方法を決めます。仕事別に環境との関わ
りをプロセスアプローチで把握・整理し、リスク及び機会

一般財団法人日本規格協会 審査登録事業部 審査員　大橋 靖記 氏

への取組みを検討し
ます。取り組むと決
定したリスク及び機
会については文書
化したものを残さな
ければいけません。
3 環境目標及びそれ
を達成するための
計画策定

　環境目標は「環境方針に整合していること」、「測定可
能であること（定性的でもよい）」、「監視すること」、「伝達
すること」、「必要に応じて更新すること」が求められてい
ます。2015年版では計画及び管理の対象が製造におけ
る部材調達から廃棄に至るまでの物流の上流（サプライ
チェーン）と下流（流通～廃棄物管理）に拡大されており、
設計・開発のプロセスや調達の事項のみならず、外部提
供者への要求事項伝達や輸送、使用後の処理に伴う情
報提供の考慮までもが対象に含まれています。

　その他の変更点の着眼点としては、リーダーシップ・コ
ミットメント・コミュニケーションについての項目追加、管
理責任者の扱い変更等が挙げられ、従来のISO14001
よりも実践的に取組みが行える様に追加・変更されてい
ます。

　2015年版への移行は制定（2015年9月15日）より
3年以内です。既に従来のISO14001を取得している
企業はサーベランスや更新の時期に合わせて移行の
審査を行うとスムーズです。審査及び審査結果の評価
にはある程度時間がかかるので2018年6月末までの
受審を推奨しています。移行審査を受けるためには、
「2015年版のISO14001に基づいた内部監査、マネ
ジメントレビューの実施」、「規格が要求する文書化した
情報」（これまでの要求である文書や記録と類似）の準
備が必要です。


